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平成21年６月11日 
証券コード6319 

 
株 主 各 位 
 

茨城県高萩市上手綱 3 3 3 3 番地３ 

株式会社 シンニッタン 

代表取締役
社 長 橋 本  諭

 

第78回定時株主総会招集ご通知 
 
拝啓 ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 
 さて、当社第78回定時株主総会を下記のとおり開催いたし
ますので、ご出席くださいますようご通知申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を
行使することができますので後記株主総会参考書類をご検討
くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示いただき、平成21年６月25日（木曜日）午後５時
迄に到着するよう折り返しご返送くださいますようお願い申
し上げます。 

敬 具 
記 

1. 日 時 平成21年６月26日（金曜日）午前10時 
2. 場 所 茨城県高萩市上手綱3333番地３ 

当社本社会議室 
3. 目的事項 
 報告事項 1. 第78期 (平成20年４月１日から平成21

年３月31日まで）事業報告および連結
計算書類ならびに会計監査人および監
査役会の連結計算書類監査結果報告の
件 

  2. 第78期 (平成20年４月１日から平成21
年３月31日まで）計算書類報告の件 

 決議事項  
 第１号議案 剰余金の処分の件 
 第２号議案 定款一部変更の件 
 第３号議案 取締役１名選任の件 
 第４号議案 監査役２名選任の件 
 第５号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件  

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
(1) 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用

紙を会場受付へご提出くださいますようお願い申し上げ
ます｡ 

(2) 株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結
計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社
ウェブサイト (アドレス http://www.snt.co.jp/) に修
正後の事項を掲載させていただきます。 

(3) 株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他
の株主１名を代理人として株主総会にご出席いただくこ
とが可能です。ただし、代理権を証明する書面のご提出
が必要となりますのでご了承ください。 
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添 付 書 類 
 

事 業 報 告 
   

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日) 

 

１.企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過およびその成果 

当連結会計年度のわが国経済は、米国発の金融危機

の影響が世界に伝播した平成20年秋以降、信用収縮等

の金融環境の悪化と実体経済では輸出の減少、生産減

による収益の悪化、設備投資の急減等の状況が顕著と

なり、厳しい局面に激変しました。 

当社の主要マーケットであります自動車産業ならび

に建設機械産業は、とりわけ需要が減退し、当社を取

り巻く事業環境は大きく悪化しました。 

このような経済環境の急変をうけ、当社とその連結

企業（以下「当社グループ」といいます｡）の業績は、

売上高で前年比13.5％減の181億68百万円、経常利益

は前年比32.8％減の21億28百万円となりました。当期

純利益につきましては、株価急落による投資有価証券

評価損の計上・繰延税金資産の取崩しにより、前年比

61.5％減の６億59百万円となりました。 

事業別の状況は次の通りであります。 

当社グループの主要事業である鍛造事業は、年度の

後半には自動車産業や建設機械産業での生産調整の影

響を受け受注が減少し、生産環境は厳しい状況になり

ました。また、原材料価格は年度後半には、重油等一

部下落したものはあるものの、総じて高止まりで推移

しました。以上により、売上高は前年比13.6％減の

148億35百万円、営業利益は40.5％減の14億30百万円

となりました。 

仮設機材の販売・リースを行う建機事業は、公共投

資が引続き低調に推移する中、不動産市況変化により

民間設備投資も縮小し、建設着工数が振るわず、受注

が減少し、業績は後退しました。売上高は前年比

30.5％減の14億90百万円、営業利益は54.0％減の１億

34百万円となりました。 

金属製パレットの製造販売を中心とした物流事業は、

依然として受注競争が激しい中、一時期の受注不振か

ら持ち直し傾向にありましたが、平成20年秋以降、顧

客の経費節減施策が一層強まり、顧客からの受注が急

減し、売上高は前年比3.3％減の16億25百万円、営業

利益は19.4％減の１億33百万円となりました。 



〆≠●0 
01_0299001102106.doc 
㈱シンニッタン様 招集 2009/05/28 13:56印刷 2/11 

 

― 3 ― 

なお、子会社㈱エスエヌティビルが不動産賃貸事業

を開始したことに伴い、新たに不動産事業をセグメン

テーションし、売上高２億16百万円、営業利益１億25

百万円を計上しました。 

今後の見通しにつきましては、世界経済が引続き景

気低迷で経済情勢が悪化しており、当社グループの業

績に影響を与える自動車産業や建設機械産業において

は、一部中国向け需要が上向きつつありますが、全体

的には引続き低迷するものと見込まれます。 

かかる状況の中、当社グループとしましては、経営

体質の強化、業績の向上に努めてまいる所存でありま

す。 

 

 事業別売上高は、次のとおりであります。 
 

事   業 売上高(百万円) 構成率(％) 前年比増減率(％)

鍛 造 事 業 14,835 81.7 △ 13.6

建 機 事 業 1,490 8.2 △ 30.5

物 流 事 業 1,625 8.9 △ 3.3

不 動 産 事 業 216 1.2 ―

合    計 18,168 100.0 △ 13.5

 

 (2) 対処すべき課題 

サブプライムローン問題に端を発する世界同時不況

の到来は、金融資本主義への反省と今後の実体経済重

視への転換を余儀なくされております。 

当社は主要事業の鍛造事業では鍛造製品の供給を通

して、まさに実体経済活動を支える自動車や建設機械

への貢献を地道に行ってまいりました。 

また、建機事業では安全で取り扱いの容易な仮設機

材を提供し、物流事業においても搬送の信頼性が高く

収納が容易な金属製パレットの提供を行ってまいりま

した。 

これからは、これらの事業を取り巻く環境の変化や

技術革新に先駆けて対応していく事が更に望まれてお

ります。 

当社ではこのニーズに的確に応えるため、中長期的

には①組織・人材面、②技術・ノウハウ面、③設備面

の充実を図り、製造基盤の整備を行ってまいります。 

具体的な取り組みとして 

① 組織・人材面では、人材の育成と技術職の採用

によるマンパワーの強化。 

② 技術・ノウハウ面では、新鍛造工法（ニアネッ

トシェイプ鍛造の確立、複合鍛造の展開など）の

推進。 
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③ 設備面では、顧客ニーズにマッチした新規設備

の導入、社内製造機械類の奨励。 

 などを実施してまいります。 

また、当社の保有技術の使用分野の開拓にも注力し、

新しい事業分野の掘り起こしを図ってまいります。 

    株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層の

ご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 (3) 設備投資等の状況 

   当連結会計年度中の設備投資の主なものは次のとおり

であります。 

   当社グループでは「得意分野の市場開発」を基本的戦

略として当連結会計年度は、全体で1,059,173千円の設

備投資を実施しました。 

   その主なものは、高萩工場のコンプレッサー更新およ

び子会社ＳＭＴ社の2000トンフォージングプレスライン

を中心に、鍛造事業において1,015,108千円の設備投資

を行いました。 

 

 (4) 資金調達の状況 

当連結会計年度における設備投資等の資金につきまし

ては、何れも自己資金で賄い、資金調達は行っておりま

せん。 

 

 (5) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況 

該当事項ありません。 

 

 (6) 他の会社の事業の譲受けの状況 

該当事項ありません。 

 

 (7) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関

する権利義務の承継の状況 

該当事項ありません。 

 

 (8) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取

得または処分の状況 

該当事項ありません。 
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 (9) 財産および損益の状況の推移 
 

区    分 第75期 第76期 第77期 第78期

売 上 高（百万円) 17,203 19,208 20,994 18,168

経 常 利 益（百万円) 2,054 2,647 3,169 2,128

当 期 純 利 益（百万円) 1,242 1,817 1,710 659

１株当たり当期純利益(円) 42.94 63.08 60.48 25.15

総 資 産（百万円) 32,186 33,999 34,314 29,912

純 資 産（百万円) 22,141 23,763 23,257 21,594
 
 (注)1. １株当たり当期純利益は期中平均株式数によって算出しており

ます。 
   2. 第75期において、平成17年５月20日付で１株を1.3株に株式分

割を行っております。 
3. 第76期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準
第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計
準備等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 
企業会計基準適用指針第８号）を適用しています。 

 
 (10) 重要な子会社の状況 
 

会 社 名 資 本 金
当社の議決権
比  率(％)

主要な事業内容 

中 部 鍛 工 ㈱ 300
百万円

100 
鍛工品の製造販売 
および鍛工品の加工 

㈱エヌケーケー 30
百万円

100 
建設用機材、物流機器
の製造販売 

サイアム・メタル・ 
テクノロジー社 

617
百万 
タイバーツ 98 

鍛工品の製造販売 
および鍛工品の加工 

上 海 日 鍛 金 属 
有 限 公 司 

450
千 
米ドル 100 物流機器の製造販売 

つ く ば 工 機 ㈱ 10
百万円

100 鍛工品の機械加工 

 

    連結子会社は、上記重要な子会社５社に３社を加え

８社であります。 

    当連結会計年度の売上高は181億68百万円（前連結

会計年度比13.5％減）となりました。また、経常利益

は21億28百万円（前連結会計年度比32.8％減)、当期

純利益は６億59百万円（前連結会計年度比61.5％減) 

となりました。 

 

 (11) 主要な事業内容 

  ① 鍛造事業 

    ・鍛工品の製造ならびに販売 

    ・機械器具の製造ならびに販売 

  ② 建機事業 

    ・建設用機材の製造ならびに販売 

    ・各種機器の賃貸借 

  ③ 物流事業 

    ・物流機器の製造ならびに販売 

  ④ 不動産事業 

    ・不動産の賃貸ならびに管理業務 
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 (12) 主要な営業所および工場等 
 

本社および工場 茨城県高萩市上手綱3333番地３
当     社 

東京本社 神奈川県川崎市川崎区 

中部鍛工株式会社 本社および工場 愛知県新城市 

サイアム・メタル・
テクノロジー社 

本社および工場 タイ国ラヨン県 

株式会社エヌケーケー 本社および工場 茨城県結城市 

 

  その他の子会社 

   本社：東京都１、神奈川県２、茨城県１、中国（上海

市）１ 

 

 (13) 従業員の状況 

  ① 当社グループの使用人の状況 
 

事   業 従業員数(名) 前年比増減(名)

鍛 造 事 業 570 19

建 機 事 業 58 △ 7

物 流 事 業 72 △ 1

全   社（共通) 22 7

合    計 722 18
 
(注) 不動産事業の従業員数は、全社（共通）に含まれております。 

 
  ② 当社の使用人の状況 
 

従業員数(名) 前年比増減(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年)

106 7 43.4 18.6 

 

 (14) 主要な借入先および借入額 
 

借 入 先 借 入 額 

 千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,376,536 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 316,600 
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２.会社の株式に関する事項 

(1) 発行可能株式総数 115,000,000株

 

(2) 発行済株式の総数 28,998,691株

(自己株式2,860,811株を含む｡)

(3) 株主数 3,756名

 

(4) 発行済株式の総数の10分の１以上の数の株式を保有す

る株主 

該当する株主はありませんので、上位10名の株主を記

載しております。 
 

株     主     名 持 株 数 出資比率

㈱ り そ な 銀 行 1,309千株 5.01％

㈱ み ず ほ 銀 行 1,303 4.99

東 プ レ ㈱ 1,292 4.95

日本トラスティ･サービス信託銀行㈱(信託口４G) 1,289 4.93

新 日 本 製 鐵 ㈱ 1,288 4.93

㈲ ス リ ー エ ー 商 会 1,203 4.61

日本トラスティ･サービス信託銀行㈱(信託口) 1,061 4.06

日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口) 1,048 4.01

日 本 パ ー カ ラ イ ジ ン グ ㈱ 939 3.59

モルガンスタンレーアンドカンパニーインターナショナルPLC 884 3.38
 
(注) (1) 株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 
   (2) 当社は、自己株式2,860千株を所有しておりますが、上記上

位株主10名から除いております。 
   (3) 出資比率は自己株式（2,860,811株）を控除して計算しており

ます。 

 

 (5) その他株式に関する重要な事項 

自己株式の取得、処分および所有の状況 

 取得株式 

  普 通 株 式 71,136株 

  取得価額の総額 18,952千円 

 処分株式 

  普 通 株 式 220株 

  処分価額の総額 143千円 

 事業年度末における保有株式 

  普 通 株 式 2,860,811株 
 

３.会社の新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
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４.会社役員に関する事項 

 (1) 取締役および監査役の氏名等 
 
会社における地位 氏   名 担当および他の法人等の代表状況

取 締 役 会 長 府 内 泰 生
中部鍛工㈱ 代表取締役会長
サイアム・メタル・テクノロ
ジー社 取締役会長 

代表取締役社長 橋 本  諭  

常 務 取 締 役 番 場 英 和
技術部門担当兼鍛造事業部長
つくば工機㈱ 代表取締役社長

取 締 役 神 永  眞 総務部長 

取 締 役 鈴 木  毅 高萩工場長 

取 締 役 辻 本 幸 弘 上海日鍛金属有限公司董事長

常 勤 監 査 役 霜 島 紘一郎  

常 勤 監 査 役 尾 崎 次 郎  

監 査 役 渡 辺 文 雄 税理士（渡辺文雄税理士事務所)

監 査 役 加 藤 興 平 弁護士（曙綜合法律事務所）

監 査 役 伊 藤 幸 夫 司法書士（伊藤幸夫司法書士事務所)
 
 (注)1. 監査役渡辺文雄氏、加藤興平氏および伊藤幸夫氏は、会社法第

２条第16号および第335条第３項に定める社外監査役でありま

す。 

   2. 監査役渡辺文雄氏は、税理士の資格を有しており、財務および

会計に関する相当程度の知見を有しております。 

   3. 当期中の監査役の異動 

    1) 平成20年６月27日開催の第77回定時株主総会の終結の時をも

って任期満了により監査役堀田育男氏は退任いたしました。 

    2) 平成20年６月27日開催の第77回定時株主総会において伊藤幸

夫氏は監査役に選任され、就任いたしました。 

 

 (2) 取締役および監査役の報酬等の額 

取 締 役 ６名 67,886千円

監 査 役 ６名 6,690千円

（うち社外４名5,490千円)

① 上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額

11,270千円を支払っております。 

② 上記以外に当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰

入額として、取締役６名40,594千円、監査役５名

1,315千円（うち社外３名790千円）を計上しており

ます。 

③ 上記報酬等のほか、平成20年６月27日開催の第77回

定時株主総会決議に基づき役員退職慰労金を退任社

外監査役１名に対し240千円支給しております。 
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 (3) 社外役員に関する事項 

① 監査役 渡辺文雄 

・他の会社の兼任状況は、特にありません。 

・税理士であり自ら税理士事務所を運営し、取締役会

および監査役会において税法上の助言、提言、対策

等必要に応じ意見を述べております。 

・当期開催の取締役会14回の全てに出席し、また当期

開催の監査役会８回の全てに出席しております。 

 

② 監査役 加藤興平 

・他の会社の兼任状況は、株式会社ウィズおよび株式

会社バンプレストの社外監査役であり、株式会社ウ

ィズおよび株式会社バンプレストと当社との間には

取引関係その他特別な関係はありません。 

・弁護士で法律事務所に所属し広く活躍しており、取

締役会および監査役会において専門的見地からの助

言、提言等の意見を述べております。 

・当期開催の取締役会14回の内12回出席し、また当期

開催の監査役会８回の内７回出席しております。 

 

③ 監査役 伊藤幸夫 

・他の会社の兼任状況は、特にありません。 

・司法書士、行政書士として自ら事務所を運営し行政

等に幅広い知識を有し、会社業務への助言、また取

締役会および監査役会において適切な助言、提言等

の意見を述べております。 

・就任後開催の取締役会11回の内10回出席し、また就

任後開催の監査役会６回の全てに出席しております。 

 

５.会計監査人の状況 

 (1) 会計監査人の名称 

    監査法人 大手門会計事務所 

 

 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

当事業年度に係る会計監査人に対する報酬等の額 

18,000千円 

当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産

上の利益の合計額           18,000千円 

上記金額には金融商品取引法に基づく監査に対する報

酬を含めております。 

なお、当社の重要な海外子会社は、当社の会計監査人

以外の者（外国における公認会計士または監査法人に

相当する資格を有する者）の監査（会社法または金融

商品取引法に相当する外国の法令の規定によるものに

限る）を受けております。 

 



〆≠●0 
01_0299001102106.doc 
㈱シンニッタン様 招集 2009/05/28 13:56印刷 9/11 

 

― 10 ― 

 (3) 非監査業務の内容 

該当事項ありません。 

 

 (4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

当社都合の場合の他、会計監査人が、会社法第340条

第１項各号・公認会計士法等の法令に違反・抵触し、ま

たは会計監査人の独立性、効率性、信頼性、監査に関す

る品質などにおいて適正でないと判断した場合。 
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６.会社の体制および方針 

(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合

することを確保するための体制 

コンプライアンス規程をはじめとするコンプライアン

スに係る規程を整備し、これを役職員が法令・定款およ

び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。 

総務担当取締役を総括責任者とし、総務部においてコ

ンプライアンス体制の構築、維持・整備にあたるととも

に、同部を中心に役職員教育を行う。また、内部監査室

は、総務部と連携の上、コンプライアンスの状況を監査

する。これらの活動は取締役会および監査役会に報告さ

れるものとする。 

役職員がコンプライアンス上の問題を発見した場合、

すみやかに総務部へ報告できる体制を構築する。問題が

発生した場合、総務部および関係部署は協議の上、再発

防止策を策定し、取締役会および監査役会へ報告すると

ともに全社的に防止策を実施させることとする。 

さらに、当社は健全な会社経営のため、反社会的勢力

および団体とは決して関わりを持たず、また、不当な要

求に対しては毅然とした対応をとる。 

 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関

する体制 

文書管理規則およびその他関連規則に従い、取締役の

職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文

書等という）に記録し、保存する。取締役および監査役

は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。 

 

(3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

安全、品質、情報セキュリティ、与信等のリスクカテ

ゴリー毎の社内規程および責任部署を定め、各部門の所

管業務に付随するリスクについては各担当部門が行い、

全社的なリスクを総括的に管理する部門は総務部とする。

内部監査室は、部署毎のリスク管理の状況を監査し、そ

の結果を取締役会へ報告する。 

事業活動上の重要な事態が発生した場合には、社長指

揮下の対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害を最

小限にとどめる体制を整えることとする。 

 

(4）取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確

保するための体制 

毎期、事業部門毎の業績目標と予算を立案し、全社的

な目標を設定する。月次の業績は迅速に管理会計として

データ化し、担当取締役および取締役会に報告する。 

取締役会の機能を強化し経営効率を向上させるため、

全取締役および事業部門の責任者が出席する経営会議を

毎月２回開催し、業績の進捗状況、目標未達の要因解析、

改善策を各事業責任者から報告させ、業務執行に関する
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重要事項および権限分配を含めた効率的な執行体制を機

動的に決定できるようにする。 

 

(5）当社および子会社からなる企業集団における業務の適

正を確保するための体制 

当社およびグループ各社全体の内部統制を担当する部

署を総務部とし、グループ各社の業務を所管する事業部

と連携し、グループ各社における内部統制の実効性を高

める施策を実施するとともに、必要なグループ各社への

指導・支援を実施する。 

｢関係会社管理規程」に基づき、グループ各社の自主

性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要事項に

ついての協議を行う。また、内部監査室は、グループ各

社の内部監査を実施し、その結果を取締役会、総務部お

よび所管事業部へ報告する。 

 

(6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求

めた場合における当該使用人に関する体制ならびにそ

の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役は、必要に応じて、内部監査室の職員に監査業

務に必要な事項を命令することができる。命令を受けた

職員は、その命令に関して、取締役、内部監査室長の指

揮命令を受けないものとする。 

 

(7）取締役および使用人が監査役に報告するための体制そ

の他の監査役への報告に関する体制および監査役の監

査が実効的に行われることを確保するための体制 

取締役および使用人は、法定の事項に加え、当社およ

びグループ各社に重大な影響を及ぼす事項、取締役会に

付議する重要な事項と重要な決定事項、コンプライアン

スの状況、内部監査の実施状況、その他重要事項を監査

役会に対してすみやかに報告するものとする。 

監査役は、重要な意思決定プロセスや業務の執行状況

を把握するため、取締役会および経営会議等の重要な会

議に出席するとともに、主要な稟議書その他重要な文書

を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明

を求めることとする。 

また、監査役は、監査法人、内部監査室と緊密な連携

を図っていく。 

 

 (8) 株式会社の支配に関する基本方針 

特記すべき事項はありません。 

 

７.コーポレートガバナンスについて 

より透明性の高い経営体制を構築するために外部から有

識者を招聘し、経営諮問委員会を運営しております。 

 



〆≠●0 
02_0299001102106.doc 
㈱シンニッタン様 招集 2009/05/28 13:56印刷 1/20 

 

― 13 ― 

連 結 貸 借 対 照 表 
   

 (平成21年３月31日現在) (単位：千円)
 

資 産 の 部 金  額 負債及び純資産の部 金  額

流 動 資 産 

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

製 品

半 製 品

仕 掛 品

金 型

原材料及び貯蔵品

繰延税金資産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産 

借 地 権

そ の 他

投資その他の資産 

投資有価証券

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

16,718,906

6,058,842

2,631,018

203,166

2,155,258

51,807

714,982

558,062

813,375

88,404

2,510,248

943,724

△  9,983

13,194,069

10,163,862

2,894,905

2,225,413

4,428,566

162,711

452,264

47,374

44,880

2,494

2,982,832

2,448,229

149,677

410,521

△  25,596

負 債 の 部 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

負 の の れ ん

そ の 他

負 債 合 計 

 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

少数株主持分 

純 資 産 合 計

5,145,060

3,568,879

1,027,545

118,191

430,444

3,173,172

2,295,591

169,573

505,489

71,271

131,245

8,318,232

22,845,147

7,256,723

6,872,965

10,558,431

△1,842,973

△1,321,293

△  75,661

△1,245,631

70,889

21,594,742

資 産 合 計 29,912,975 負債及び純資産合計 29,912,975
 
 (注) 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 
   

( 自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日 ) 

 
(単位：千円) 

 
売 上 高 18,168,491

売 上 原 価 15,649,845

売 上 総 利 益 2,518,645

販売費及び一般管理費 1,107,400

営 業 利 益 1,411,245

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 179,279

受 取 配 当 金 97,517

作 業 く ず 売 却 益 545,075

そ の 他 132,986 954,859

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 91,842

退 職 給 付 費 用 69,458

金 型 廃 棄 損 38,674

そ の 他 37,548 237,523

経 常 利 益 2,128,581

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 18,307

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 2,322

投資有価証券売却益 22,370 42,999

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 228,884

投資有価証券評価損 673,950 902,834

税金等調整前当期純利益 1,268,746

法人税、住民税及び事業税 341,487

法 人 税 等 調 整 額 255,860 597,348

少 数 株 主 利 益 12,387

当 期 純 利 益 659,010
 
 (注) 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 
   

( 自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日 ) 

 
（単位：千円） 

 
株   主   資   本 

 
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成20年３月31日残高 7,256,723 6,873,019 10,423,596 △1,824,164 22,729,175

連結会計年度中の変動額 

剰余金の配当 △ 524,175 △ 524,175

当 期 純 利 益 659,010 659,010

自己株式の取得 △  18,952 △  18,952

自己株式の処分 △    54 143 89

株主資本以外の 
項目の連結会計年度
中の変動額(純額) 

連結会計年度中の 
変 動 額 合 計 

― △    54 134,834 △  18,808 115,971

平成21年３月31日残高 7,256,723 6,872,965 10,558,431 △1,842,973 22,845,147

 
（単位：千円） 

 
評価・換算差額等 

 
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

少数株主持分 純資産合計

平成20年３月31日残高 246,584 190,468 437,053 91,615 23,257,844

連結会計年度中の変動額 

剰余金の配当 △ 524,175

当 期 純 利 益 659,010

自己株式の取得 △  18,952

自己株式の処分 89

株主資本以外の 
項目の連結会計年度
中の変動額(純額) 

△ 322,246 △1,436,099 △1,758,346 △  20,726 △1,779,073

連結会計年度中の 
変 動 額 合 計 

△ 322,246 △1,436,099 △1,758,346 △  20,726 △1,663,101

平成21年３月31日残高 △  75,661 △1,245,631 △1,321,293 70,889 21,594,742

 (注) 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 
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連結注記表 
Ⅰ. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 
１. 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    ８社 

中部鍛工㈱、サイアム・メタル・テクノロジー社、㈱エスエヌ

ティビル、つくば工機㈱、シーエスエヌ㈱、㈱ジェイ・エム・

ティ、㈱エヌケーケー、上海日鍛金属有限公司 

 (2) 非連結子会社の数  ―社 

２. 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用する会社数 

    非連結子会社    ―社 

    関連会社      ―社 

 (2) 持分法を適用しない会社数 

    非連結子会社   ―社 

    関連会社      ―社 

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社については、次の

とおりであります。 

会社名 決算日 

サイアム・メタル・テクノロジー社 12月31日 

上海日鍛金属有限公司 12月31日 

   連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しており、連結決算日

との間に生じた重要な取引については必要な調整を行っておりま

す。 

４. 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

有価証券 その他有価証券 

 

時価のあるもの…連結決算日の市場価格に

基づく時価法によっております。 

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し､ 売却原価は移動平均法により算定して

おります｡) 

時価のないもの…移動平均法による原価法

によっております。 

たな卸資産 通常の販売目的で保有するたな卸資産 

 
評価基準：原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法） 

 

評価方法：原材料、金型は個別法、製品、半

製品、仕掛品、貯蔵品は移動平均

法、賃貸機器は総平均法による原

価から定額法による減耗費を控除

した額 

 

(会計方針の変更） 

｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣（企業会

計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計

基準第９号）を当連結会計年度から適用し、

評価基準につきましては、原価法から原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法）に変

更しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比べ、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益が174,562千円それぞれ減少しておりま

す。 
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 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 当社および国内連結子会社は、定率法を採用

しております。ただし、当社の賃貸用建物お

よび平成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備を除く）については、定額法を採用

しております。 

在外連結子会社は、定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物   ３～50年 

機械装置及び運搬具 ４～10年 

(追加情報） 

当社及び国内連結子会社の機械装置について

は、従来、耐用年数を４～13年としておりま

したが、当連結会計年度より４～10年に変更

しております。この変更は、平成20年度の税

制改正を契機に耐用年数を見直ししたことに

よるものです。 

この結果、従来の方法によった場合と比べ、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益が62,904千円それぞれ減少しておりま

す。 

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼ

ロとする定額法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース

取引のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のものについては、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 
  
 (3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、将来の支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。 

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上しております。なお、

会計基準変更時差異については、15年による

均等額を費用処理しております。 

役員退職慰労引当金 当社の役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります｡ 

 (4) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等は税抜方式を採用しております。 
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 (5) 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法

を採用しております。 

 (6) のれんおよび負ののれんの償却に関する事項 

のれんおよび負ののれんは、５年間で均等償却しております。 

 

Ⅱ. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更に関す

る注記 
 (1) リース取引に関する会計基準等 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、

当連結会計年度より､「リース取引に関する会計基準」(企業会計

基準第13号 (平成５年６月17日 (企業会計審議会第一部会)、平成

19年３月30日改正)) および「リース取引に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第16号 (平成６年１月18日 (日本公

認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日改正)) を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年３月31日以前のものについては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

この変更に伴う損益に与える影響はありません。 

 (2) 売上高の範囲の変更 

子会社㈱エスエヌティビルの賃貸収入は、従来、営業外収益に計

上しておりましたが、不動産事業の重要性が増したため、当連結

会計年度より、売上高に計上するよう変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比べ、売上高および営業利

益は216,094千円増加しております。経常利益及び税金等調整前当

期純利益に与える影響はありません。 

 

Ⅲ. 連結貸借対照表に関する注記 
１. 有形固定資産の減価償却累計額 18,467,415千円

２. 担保に供している資産 

   定期預金 16,900千円

   建物 625,594千円

   土地 2,379,278千円

    工場財団 

   建物及び構築物 149,733千円

   機械装置 548,233千円

   土地 57,544千円

     合計 3,777,284千円

   上記に対応する債務 

   短期借入金 660,945千円

   未払費用 13,904千円

   長期借入金 2,295,591千円

     合計 2,970,441千円
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３. 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため株式会社りそな銀

行と当座貸越契約および貸出コミットメント契約を締結してお

ります。 

当連結会計年度末における当座貸越契約および貸出コミットメ

ントに係わる借入未実行残高等は次のとおりであります。 

   当座貸越極度額および 

   貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

   借入実行残高 ― 

     差引額 1,000,000千円

 

Ⅳ. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 
１．発行済株式に関する事項 
 

株式の種類 前連結会計年度末 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株) 28,998,691 ― ― 28,998,691

 

２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 
 

決 議 
株式の
種 類

配当金の総額
(千円) 

１株当たり
配 当 額

(円) 
基 準 日

効 力
発 生 日

平成20年６月27日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 524,175 20円00銭
平成20年
３月31日

平成20年
６月30日

 
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日

が翌連結会計年度となるもの 
 

決 議 予 定 
株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の総額
(千円) 

１株当たり
配 当 額

(円) 
基準日

効 力
発 生 日

平成21年６月26日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式
利益

剰余金
392,068 15円00銭

平成21年
３月31日

平成21年
６月29日

 

３．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

Ⅴ. １株当たり情報に関する注記 
１.１株当たり純資産額 823円47銭

２.１株当たり当期純利益 25円15銭

 
Ⅵ. 重要な後発事象に関する注記 
  該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
   
 

独立監査人の監査報告書 
 

 

平成21年５月13日 

株式会社 シンニッタン 

  取 締 役 会 御中 

 

監査法人 大 手 門 会 計 事 務 所 
指定社員
業務執行社員

公認会計士 池 上 健 志 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 才 川 久 男 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 根 本 芳 男 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会

社シンニッタンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの

連結会計年度の連結計算書類、すなわち連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監

査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す

ることにある｡ 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を

検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社シン

ニッタン及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に

係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示していると認める。 

 

追記情報 

 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」を適用している。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法

の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書 謄本 
   
 

連結計算書類に係る監査報告書 
 

 当監査役会は、平成20年４月１日から平成21年３月31

日までの第78期事業年度に係る連結計算書類（連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及

び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告

書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の

とおり報告いたします。 

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及び内容 

  監査役会は、監査の方針、業務の分担等を定め、各

監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受

けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。 

  各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の

分担等に従い、連結計算書類について取締役及び使用

人等から報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、

適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと

もに、会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会

計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確

保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年

10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨

の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上

の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書類に

ついて検討いたしました。 

2. 監査の結果 

  会計監査人である監査法人大手門会計事務所の監査

の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

   平成21年５月14日 
 

株式会社 シンニッタン 監査役会 
 

常勤監査役 霜 島 紘一郎 ㊞
常勤監査役 尾 崎 次 郎 ㊞
監 査 役 渡 辺 文 雄 ㊞
監 査 役 加 藤 興 平 ㊞
監 査 役 伊 藤 幸 夫 ㊞

 (注) 監査役渡辺文雄、加藤興平及び伊藤幸夫は、会社法第２条

第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。 
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貸 借 対 照 表 
   

 (平成21年３月31日現在) (単位：千円)
 

資 産 の 部 金  額 負債及び純資産の部 金  額

流 動 資 産 

現金及び預金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

製 品

半 製 品

仕 掛 品

金 型

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰延税金資産

短 期 貸 付 金

関係会社短期貸付金

未収還付法人税等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物

構 築 物

機械及び装置

車 両 運 搬 具

工具､器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 

借 地 権

そ の 他

投資その他の資産 

投資有価証券

関係会社株式

出 資 金

関係会社出資金

破産更生債権等

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

12,021,744

4,140,579

498,431

778,929

203,166

1,791,728

11,628

240,073

328,941

97,406

3,698

36,568

158

3,466,000

285,616

148,591

△    9,774

9,656,075

3,989,887

1,541,458

81,118

692,193

5,057

52,489

1,611,482

6,087

45,672

44,880

792

5,620,515

2,443,542

2,724,119

206,050

50,458

14,120

130,150

74,886

△  22,813

負 債 の 部 

流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

設備関係支払手形

固 定 負 債 

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

長期預り保証金

 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

別途積立金

繰越利益剰余金

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

2,388,137

1,715,469

659,266

765,652

114,346

18,009

63,340

1,749

50,113

42,991

672,667

158,560

505,489

8,616

19,289,682

19,366,052

7,256,723

6,867,501

6,642,283

225,218

7,084,800

703,250

6,381,550

5,179,000

1,202,550

△1,842,973

△  76,369

△  76,369

資 産 合 計 21,677,819 負債及び純資産合計 21,677,819
 
 (注) 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
   

( 自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日 ) 

 
(単位：千円) 

 
売 上 高 7,983,438

売 上 原 価 6,859,988

売 上 総 利 益 1,123,449

販売費及び一般管理費 878,324

営 業 利 益 245,124

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 208,113

受 取 配 当 金 319,327

作 業 く ず 売 却 益 134,413

受 取 賃 貸 料 50,556

技 術 指 導 料 10,463

そ の 他 20,904 743,778

営 業 外 費 用 

金 型 廃 棄 損 38,674

退 職 給 付 費 用 62,376

そ の 他 8,935 109,987

経 常 利 益 878,915

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,020

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 5,198 8,219

特 別 損 失

投資有価証券評価損 673,950 673,950

税 引 前 当 期 純 利 益 213,184

法人税、住民税及び事業税 31,974

法 人 税 等 調 整 額 279,336 311,310

当 期 純 損 失 98,125
 
 (注) 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
   

( 自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日 ) 

 
（単位：千円） 

 
株 主 資 本 

資 本 剰 余 金  
資 本 金

資本準備金 その他資本剰余金

平成20年３月31日残高 7,256,723 6,642,283 225,273

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 損 失

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 △   54

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― △   54

平成21年３月31日残高 7,256,723 6,642,283 225,218

 
（単位：千円） 

 
株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 
 

利益準備金
別途積立金 繰越利益剰余金

自己株式 株主資本合計

平成20年３月31日残高 703,250 5,179,000 1,824,851 △1,824,164 20,007,217

事業年度中の変動額 

剰余金の配当 △ 524,175 △ 524,175

当 期 純 損 失 △  98,125 △  98,125

自己株式の取得 △  18,952 △  18,952

自己株式の処分 143 89

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額) 

事業年度中の変動額合計 ― ― △ 622,301 △  18,808 △ 641,165

平成21年３月31日残高 703,250 5,179,000 1,202,550 △1,842,973 19,366,052
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（単位：千円） 
 

評価・換算差額等
 

その他有価証券評価差額金
純 資 産 合 計

平成20年３月31日残高 242,189 20,249,406

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 524,175

当 期 純 損 失 △  98,125

自 己 株 式 の 取 得 △  18,952

自 己 株 式 の 処 分 89

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

△ 318,558 △ 318,558

事業年度中の変動額合計 △ 318,558 △ 959,723

平成21年３月31日残高 △  76,369 19,289,682
 
 (注) 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １. 資産の評価基準および評価方法 

  (1) 有価証券 

子会社株式および関連会社株式：移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法 

        (評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定し

ております｡） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

  (2) たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準：原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

評価方法：原材料・金型は個別法、製品、半製品、仕掛品、貯

蔵品は移動平均法、賃貸機器は総平均法による原価

から定額法による減耗費を控除した額 

（会計方針の変更） 

｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣（企業会計基準委員会 平

成18年７月５日 企業会計基準第９号）を当事業年度から適用

し、評価基準につきましては、原価法から原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比べ、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益が101,805千円それぞれ減少しておりま

す。 

 ２. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定率法（ただし、賃貸用建物および平成10年

４月１日以降取得した建物（附属設備を除

く）は定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物     ３～50年 

機械装置及び車輌運搬具 ４～10年 

（追加情報） 

当社の機械装置については、従来、耐用年数を４～13年としてお

りましたが、当事業年度より４～10年に変更しております。この

変更は、平成20年度の税制改正を契機に耐用年数を見直ししたこ

とによるものです。 

当該変更により、営業利益、経常利益および税引前当期純利益が

それぞれ29,569千円減少しております。 

無形固定資産 定額法 

投資その他の資産（長期前払費用） 
 経過期間に対応する金額を償却しておりま

す。 

 ３. 引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 
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  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、15年による均等額を費

用処理しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております｡ 
 
 ４. 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

Ⅱ. 貸借対照表等に関する注記 
 (1) 関係会社に対する金銭債権、債務 

  短期金銭債権 157,431千円

  短期金銭債務 252,958千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 9,377,012千円

 (3) 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため株式会社りそな銀行

と当座貸越契約および貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。 

当事業年度末における当座貸越契約および貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

    当座貸越極度額および  

    貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

    借入実行残高 ― 

      差引額 1,000,000千円

 

Ⅲ. 損益計算書に関する注記 
(1) 関係会社への売上高 157,957千円

(2) 関係会社からの仕入高 2,773,669千円

(3) 関係会社との営業取引以外の取引高 532,543千円

 

Ⅳ. 株主資本等変動計算書に関する注記 
  自己株式に関する事項 
 

株式の種類 前事業年度末 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式(株) 2,789,895 71,136 220 2,860,811

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加           436株 

 会社法第165条第２項の規定に基づく自己株式の取得による増加 

                          70,700株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少          220株 
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Ⅴ. 税効果会計に関する注記 
  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

   賞与引当金 20,245千円

   工具（金型）減価償却費 2,457千円

   会員権評価損 1,366千円

   貸倒引当金 6,324千円

   退職給付引当金 64,058千円

   役員退職慰労引当金 204,217千円

   ソフトウエア減価償却費 8,594千円

   減価償却費 5,493千円

   仕掛品評価損 24,466千円

   繰越外国税控除 18,138千円

   その他有価証券評価差額金 51,766千円

   繰越欠損金 4,009千円

 繰延税金資産小計 411,139千円

 評価性引当額 △229,809千円

 繰延税金資産合計 181,329千円

 繰延税金負債 

   未収事業税 △ 14,609千円

 繰延税金負債合計 △ 14,609千円

 繰延税金資産の純額 166,719千円

 

Ⅵ. リースにより使用する固定資産に関する注記 

  該当事項はありません。 
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Ⅶ. 関連当事者との取引に関する注記 

子会社および関連会社等 
 

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

子会社 ㈱エヌケーケー
茨城県
結城市

30,000
建設用機材

および物流機器
の製造・販売

（所有）
直接 100

子会社 つくば工機㈱
茨城県
高萩市

10,000
鍛工品の
機械加工

（所有）
直接 100

子会社 ㈱ジェイ・エム・ティ
川崎市
川崎区

10,000
補助作業の
受託、保険
代理業務

（所有）
直接 100

子会社 ㈱エスエヌティビル
川崎市
川崎区

40,000
ビル賃貸

および管理業
（所有）
直接 100

子会社 シーエスエヌ㈱
東京都
中央区

10,000 金融業務
（所有）
直接 100

子会社 
サイアム・メタル・

テクノロジー社
タイ国
ラヨン県

617,000
千タイバーツ

鍛工品の製造販売
および鍛工品の加工

（所有）
直接 98 

 
 

関 係 内 容 
役員の 
兼任等 

事業上の関係

取引の 
内 容 

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

兼任 
１名 

当社製品の
製造 

製品の購入 890,131 買掛金 62,901

兼任 
３名 

当社製品の
機械加工

製品の購入 1,166,847 買掛金 35,591

短期資金
の貸付 

165,000

短期貸付
金の回収

300,000

短期
貸付金

2,846,500兼任 
４名 

当社の 
補助作業
委託等 

利息の受取 151,865 ― ―
兼任 
２名 

当社賃貸ビル
の管理 

短期資金
の貸付 

50,000
短期
貸付金

521,000

短期資金
の貸付 

670,000
兼任 
３名 

当社の関連
会社との
金融業務

短期貸付
金の回収

845,000

短期
貸付金

27,000

兼任 
２名 

当社製品の
製造 

配当の受取 191,810 ― ―

 
（注）取引条件および取引条件の決定方針等 

1. 製品の購入につきましては、一般の取引条件と同様に決定
しております。 

2. 資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定
しております。 

3. 上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、
期末残高（買掛金）には消費税等が含まれております。 

 

Ⅷ. １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 738円00銭

(2) １株当たり当期純損失 3円74銭

 

Ⅸ. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
   
 

独立監査人の監査報告書 
 

 

平成21年５月13日 

株式会社 シンニッタン 

  取 締 役 会 御中 

 

監査法人 大 手 門 会 計 事 務 所 
指定社員
業務執行社員

公認会計士 池 上 健 志 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 才 川 久 男 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 根 本 芳 男 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、

株式会社シンニッタンの平成20年４月１日から平成21年３月31日

までの第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明

細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計

算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書

類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得

たと判断している。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益

の状況をすべての重要な点において適正に表示していると認め

る。 
 
追記情報 

 重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載のとおり、会社

は当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用し

ている。 
 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法

の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
     
 

監 査 報 告 書 

 

 当監査役会は、平成20年４月１日から平成21年３月31
日までの第78期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の
上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。 
 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各

監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受
けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。 

  各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に
準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情
報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取
締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人
等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調
査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める
体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）の
状況を監視及び検証いたしました。子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係
る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま
した。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、
適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

  また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」(会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算
書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討
いたしました。 
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2. 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款
に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法
令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容
は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する取締役の職務の遂行についても、
指摘すべき事項は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
   会計監査人 監査法人大手門会計事務所の監査の

方法及び結果は相当であると認めます。 
 
   平成21年５月14日 
 

株式会社 シンニッタン 監査役会 
 

常勤監査役 霜 島 紘一郎 ㊞
常勤監査役 尾 崎 次 郎 ㊞
監 査 役 渡 辺 文 雄 ㊞
監 査 役 加 藤 興 平 ㊞
監 査 役 伊 藤 幸 夫 ㊞

 (注) 監査役渡辺文雄、加藤興平及び伊藤幸夫は、会社法第２条

第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。 
  

 
 

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 

 第１号議案 剰余金の処分の件 

   当期の期末配当につきましては、企業体質の強化と今

後の事業展開等を勘案し、内部留保にも意を用いると共

に、当社を取り巻く環境が依然として厳しい折から、以

下のとおりといたしたいと存じます。 

  期末配当に関する事項 

(1) 配当財産の種類 

   金銭といたします。 

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およ

びその総額 

 当社普通株式 １株につき金      15円 

        総    額  392,068,200円 

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

 平成21年６月29日 

 

 第２号議案 定款一部変更の件 

  １. 変更の理由 

(1) 平成16年６月９日に公布された「株式等の取引に

係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関す

る法律等の一部を改正する法律」(平成16年法律第

88号）が平成21年１月５日に施行され、上場株式は

一斉に振替株式に変更されたこと（いわゆる「株券

の電子化」をいいます｡）から、これに対応するた

めに、株券の存在を前提とした規定の削除およびそ

の他所要の変更を行うものであります。 

(2) また、本変更に係る経過的な措置を定めるため附

則を設けるものであります（変更案附則第１条およ

び第２条)。 

 

  ２. 変更の内容 

    変更の内容は次のとおりであります。 

(下線は変更部分を示します｡) 
 

現 行 定 款 変 更 案 

第１条～第６条 

（条文省略） 

第１条～第６条 

（現行どおり） 

 (株券の発行) 

第７条 当会社は、株式に係る株

券を発行する｡ 
 

（削 除） 
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現 行 定 款 変 更 案 

（自己の株式の取得） 

第８条 当会社は、会社法第165

条第２項の規定により、

取締役会の決議によって

自己の株式を取得するこ

とができる。 

（自己の株式の取得） 

第７条  （現行どおり） 

（単元株式数および単元未満株券

の不発行） 

第９条 当会社の単元株式数は、

100株とする。 

２ 当会社は、第７条の規定

にかかわらず、単元株式

数に満たない数の株式 

(以下「単元未満株式」

という｡）に係る株券を

発行しない。ただし、株

式取扱規則に定めるとこ

ろについてはこの限りで

ない｡ 

（単元株式数） 

 

第８条 当会社の単元株式数は、

100株とする。 

（削 除） 

（単元未満株式についての権利）

第10条 当会社の単元未満株式を

有する株主（実質株主を

含む｡以下同じ｡）は、そ

の有する単元未満株式に

ついて、次に掲げる権利

以外の権利を行使するこ

とができない。 

(1) 会社法第189条第２項各

号に掲げる権利 

(2) 会社法第166条第１項の

規定による請求をする権

利 

(3) 株主の有する株式数に応

じて募集株式の割当てお

よび募集新株予約権の割

当てを受ける権利 

(4) 次条に定める請求をする

権利 

（単元未満株式についての権利）

第９条 当会社の単元未満株式を

有する株主は、その有す

る単元未満株式につい

て、次に掲げる権利以外

の権利を行使することが

できない。 

 

(1) 会社法第189条第２項各

号に掲げる権利 

(2) 会社法第166条第１項の

規定による請求をする権

利 

(3) 株主の有する株式数に応

じて募集株式の割当てお

よび募集新株予約権の割

当てを受ける権利 

(4) 次条に定める請求をする

権利 

（単元未満株式の買増し） 

第11条 当会社の単元未満株式を

有する株主は、株式取扱

規則に定めるところによ

り､その有する単元未満

株式の数と併せて単元株

式数となる数の株式を売

り渡すことを請求するこ

とができる。 

（単元未満株式の買増し） 

第10条  （現行どおり） 



〆≠●0 
03_0299001102106.doc 
㈱シンニッタン様 招集 2009/05/28 13:56印刷 3/7 

 

― 35 ― 

 
現 行 定 款 変 更 案 

（株主名簿管理人） 

第12条 当会社は、株主名簿管理

人を置く。 

２ 株主名簿管理人およびそ

の事務取扱場所は、取締

役会の決議によって定め

る。 

３ 当会社の株主名簿（実質

株主名簿を含む。以下同

じ｡)、新株予約権原簿お

よび株券喪失登録簿の作

成ならびにこれらの備置

きその他の株主名簿、新

株予約権原簿および株券

喪失登録簿に関する事務

は株主名簿管理人に委託

し、当社においてはこれ

を取扱わない。 

（株主名簿管理人） 

第11条 当会社は、株主名簿管理

人を置く。 

２ 株主名簿管理人およびそ

の事務取扱場所は、取締

役会の決議によって定め

る。 

３ 当会社の株主名簿および

新株予約権原簿の作成な

らびにこれらの備置きそ

の他の株主名簿および新

株予約権原簿に関する事

務は、株主名簿管理人に

委託し、当社においては

これを取扱わない。 

第13条～第47条 

（条文省略） 

第12条～第46条 

（現行どおり） 

（新 設） 

（新 設） 

附則 

第１条 当会社の株券喪失登録簿

の作成および備置きその

他の株券喪失登録簿に関

する事務は、株主名簿管

理人に委託し、当会社に

おいてはこれを取扱わな

い。 

（新 設） 第２条 前条および本条は、平成

22年１月５日まで有効と

し、同日の経過をもって

前条および本条を削除す

る｡ 
 

 

 第３号議案 取締役１名選任の件 

    経営体制の充実強化を図るため取締役を１名増員す

ることとし、取締役１名の選任をお願いしたいと存じ

ます。 

    取締役候補者は次のとおりであります。 
 
氏  名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および 
他の法人等の代表状況 

所有する当社
株 式 の 数

長久保眞治 

( 昭 和 32 年
10月３日生) 

 

昭和55年４月 
 当社入社 
平成18年９月 
 当社鍛造営業部長 
平成19年４月 
 当社執行役員鍛造営業部長
 現在に至る 

10,090株



〆≠●0 
03_0299001102106.doc 
㈱シンニッタン様 招集 2009/05/28 13:56印刷 4/7 

 

― 36 ― 

 第４号議案 監査役２名選任の件 

    本総会終結の時をもって監査役霜島紘一郎氏は辞任

されると共に、尾崎次郎、加藤興平の両氏は任期満了

となりますので、監査役２名の選任をお願いしたいと

存じます。 

    なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監

査役会の同意を得ております。 

    監査役候補者は次のとおりであります。 
 
候補者 

番 号 

氏  名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および
他の法人等の代表状況

所有する当社
株 式 の 数

１ 
東  靖夫

( 昭 和 19 年
３月７日生)

 

昭和42年12月 
 当社入社 
平成９年２月 
 当社総務部長 
平成９年６月 
 当社監査役 
平成15年６月 
 当社監査役退任 
 現在に至る 

11,900株

２ 
加藤 興平

( 昭 和 47 年
１月２日生)

 

平成11年４月 
 弁護士登録 
平成15年９月 
 桐蔭横浜大学客員教授
(曙綜合法律事務所所属)
平成17年６月 
 当社監査役 
 現在に至る 

1,000株

 
(注) 1) 上記監査役候補者は、いずれも当社との特別の利害関係はあ

りません。 

2) 加藤興平氏は、社外監査役候補者であります。 

3) 加藤興平氏につきましては、長年の弁護士として培われた法

務知識を当社の監査に生かしていただくため、引き続き社外

監査役として選任をお願いするものであります。 

4) 加藤興平氏は、過去に社外取締役または社外監査役となるこ

と以外の方法で会社経営に関与されたことはありませんが、

弁護士としての法務知識に精通し高い見識を有しておられる

ことから、社外監査役としての職務を適切に遂行いただける

ものと判断しております。 

5) 加藤興平氏は、当社の社外監査役でありますが、社外監査役

としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年になりま

す。 
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 第５号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件 

    本総会終結の時をもって監査役を辞任されます霜島

紘一郎、ならびに任期満了に伴い監査役を退任されま

す尾崎次郎の両氏に対し、在任中の労に報いるため、

当社における一定の基準に従い相当額の範囲内で退職

慰労金を贈呈したいと存じます。 

    なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法などにつ

きましては監査役の協議によることにご一任いただき

たいと存じます。 

    退任監査役の略歴は次のとおりであります。 
 

氏  名 略     歴 

霜 島 紘一郎
平成18年６月 
 当社監査役 
 現在に至る 

尾 崎 次 郎
平成17年６月 
 当社監査役 
 現在に至る 

 

以 上 
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<メ モ 欄> 
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会 場 ご 案 内 図 
 

 

 

常磐線高萩駅下車（車で約10分) 

常磐自動車道高萩ICより車で約１分 

茨城県高萩市上手綱3333番地３ 




